（公募要領様式第１号）

令和　　年　　月　　日

石 垣 市 商 工 会 長 殿

郵便番号　　：
事業所所在地：
事業者名　　：
代表者役職　：
代表者氏名　：　　　　　　　　　　㊞


第3次いしがき物価高騰対策支援補助金に係る申請書

　第3次いしがき物価高騰対策支援補助金の交付を受けたいので、下記の書類を添えて申請します。
　申請書類の記載内容は真実であり、この誓約に反したことによって、当方が不利益を被ることになっても、異論は一切申し立てしません。また、申請に当たっては、公募要領を確認し、その内容を十分理解しています。

記

　･経営計画書及び補助事業計画書（様式２号）
　･補助金交付申請書（様式３号）
[bookmark: _Hlk158362095]　･誓約書
　･身分証明書（運転免許証の写しなど）
※従業員が申請書を持参する場合は、提出者ご本人の名刺も提出してください。
･伴走支援型計画書（様式４号）※伴走支援型申請者のみ

●その他必要書類
　◇応募者全員：要件（営業利益、水道光熱費、売上高総利益率）が分かる財務諸表
※（例）損益計算書、所得税申告決算書　等
　　　　　　　　
　◇法人の場合：現在事項全部証明書または履歴事項全部証明書
※申請書提出日から3か月以内の日付のものを提出してください。
[bookmark: _Hlk192751349]　　　　　　　　
　◇営業許可業種を営む場合：法令等で求められる営業に要する資格、免許、届出等



（公募要領様式第２号）
経営計画書及び補助事業計画書

事業所名：　　　　　　　　　　　
＜応募者の概要＞
	（フリガナ）
名称（商号または屋号）
	


	法人番号（13桁）※１
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	自社ホームページのＵＲＬ
（無い場合は「なし」と記載）
	


	主たる業種
	【以下のいずれか一つを選択してください】
①（　　　）商業・サービス業（製造業･卸業･小売業･飲食業･建設業･不動産業･サービス業等）
②（　　　）農業者
③（　　　）水産業者


	常時使用する従業員数
	人
	＊常時使用する従業員がいなければ、「０人」と記入してください。

	資本金額
（会社以外は記載不要）
	万　　　円
	設立年月日（西暦）
	年　　月　日

	連絡担当者
※2
	（フリガナ）
氏名
	
	役職
	

	
	住所
	（〒　　－　　　）
　

	
	電話番号
	
	携帯電話番号
	

	
	FAX番号
	
	E-mailアドレス
	

	1 営業利益の減少に関する報告【一般型・伴走支援型】

	A:2020年～2023年のうち任意に選択した1年間の営業利益
	B:2024年の営業利益
	C:減少額
（A-B）

	　         　　　　　　円
	　　　　　　　　　　　　円　
	　　　　　　　　円　

	2 [bookmark: _Hlk141174894]水道光熱費増加に関する報告（年間3万円以上増加していること）【一般型・伴走支援型】

	A:2020年～2023年のうち任意に選択した1年間の水道光熱費の合計額
	B：2024年の水道光熱費の合計額
	C：増加額
（B-A）

	　　　　　　　　　　　　円　　
	　　　　　　　　  　　　円　
	　　　　　　　　　　　　円　　　　　　　　　　

	
	
	

	3 売上高総利益率（粗利率）減少に関する報告（1％以上していること）【一般型・伴走支援型】

	A:2020年～2023年のうち任意に選択した1年間の売上高総利益率（粗利率）
	B：2024年の売上高総利益率（粗利率）
	C：減少率
（A-B）


	　　　　　　　　　　　　％
	　　　　　　　　　　　　　％
	　　　　　　　　　　　　　％

	4 営業利益の減少に関する報告【創業型】

	A:2023年の月平均の営業利益
	B：2024年の月平均の営業利益
	C：月平均の減少額
（A-B）

	　　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円

	5 水道光熱費増加に関する報告（月額2,500円以上増加していること）【創業型】

	A:2023年の水道光熱費の平均月額
	B：2024年の水道光熱費の平均月額
	C：月平均の増加額
（B-A）

	　　　　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　　　円

	6 売上総利益率（粗利率）の減少（1％以上減少していること）【創業型】

	A:2023年の売上高総利益率（粗利率）
	B：2024年の売上高総利益率（粗利率）
	C：減少率
（A-B）

	　　　　　　　　　　　％
	　　　　　　　　　　　　％
	　　　　　　　　　　　　％

	⑦地域貢献の内容

	











※1　法人の場合は、法人番号を記載してください。個人事業主は「なし」と明記してください。
　　 マイナンバー（個人番号（12桁）は記載しないでください）
※2　補助金事務局からの書類の送付や必要書類の提出依頼等の電話･メール連絡は、すべて「連絡担当者」宛てに行います。補助金の申請内容や実績報告時の提出書類の内容について、責任を持って対応できる方を記載してください。電話番号または携帯電話番号は必ず記入をお願いします。FAX番号･Eメールアドレスも極力記入してください。
＜経営計画書＞【必須記入】※伴走支援型は不要です。
<経営計画書><補助事業計画書〉〈支出経費の明細等)は最大3枚程度までとしてください。
	１．企業概要
（1）企業概要
　


(2)事業内容
①営業時間・定休日


②商品･サービスの紹介

　

③売上状況



④メインの客層について
　



（2）自社の強みについて（顧客から評価されている点）


　
　

	２．物価高騰の影響について（現状と課題について）











<補助事業計画書>　※伴走支援型は不要です。
	１．補助事業で行う事業名（30文字以内で記入すること）


	２．利益向上の取組内容








	３．補助事業の取組を通じた効果
（1）補助事業を行った効果




（2）利益向上の見込み
　 









<支出経費の明細等>　※伴走支援型は不要です。
	経費区分
	内容･必要理由
	経費内訳（単価×数）
	補助対象経費
（税抜･税込）

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	

	
	
	
	

	（１）補助対象経費
	円

	（２）補助金交付申請額（１）×補助率２/３（円未満切捨て）
　　　　　　　　　　　　　※創業型は補助率８／１０（円未満切り捨て）
	円




（公募要領様式第３号）

令和　　年　　月　　日

石 垣 市 商 工 会 長 殿

郵便番号　　：
事業所所在地：
事業者名　　：
代表者役職　：
代表者氏名　：　　　　　　　㊞



第3次いしがき物価高騰対策支援補助金交付申請書



[bookmark: _Hlk76458376]第3次いしがき物価高騰対策支援補助金の交付について、下記の通り申請します。

1．補助事業の目的及び内容
　　補助事業計画書のとおり

2．補助事業の開始日及び完了予定日
　　交付決定日　～　令和　年　月　日

3．補助対象経費
　　補助事業計画書のとおり

4．補助金交付申請額
　　補助事業計画書のとおり

5．補助事業に関して生ずる収入金に関する事項（該当するものに○）
（１）あり　／　（２）なし

6．消費税の適用に関する事項（該当するものに○）
（１）課税事業者　／　（２）免税事業者　／　（３）簡易課税事業者
＊消費税の区分によって、補助対象経費の算定方法が異なります。







image1.emf
石垣市 商工会会長   殿     誓   約   書     私及び当社の役員等（石垣市暴力団排除措置要綱第２条第３号に規定する   役員等をいう。）は、下記１～ ６ の事項に該当する者ではありません。   また、将来にわたっても、該当しないことを誓約します。   虚偽の申告をした場合、 補助金の 一部または全部を返還するとともに、 契約を 無条件で解約され、これにより損害が生じた場合、又は警察等による捜査の対象 となった場合でも一切の賠償請求等は行いません。                       記     １   暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、特殊知   能暴力集団（以下総称して反社会的勢力という。）   ２   自己、自社若しくは第三者の不正利益を図る目的又は第三者に損害を加え   る目的をもって、反社会的勢力を使用するなどしている者   ３   いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員に対して、金銭、   物品、その他の財産上の利益を不当に与えている者   ４   反社会的勢力と飲食や旅行を共にするなど、社会的に非難されるべき関係   を有している者   ５   下請契約、資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その契約の相手   方の入札参加の有無にかかわらず、前各号の規定に該当する者であると知りな   がら、当該契約を締結している者   ６   虚偽申請及び不正 もしくは過失による 受給 をしている者 （重複申請： 原油価   格・物価高騰対策に係る 国 ・沖縄 県 ・市町村の事業で、本補助金の補助対象経   費と同じ経費を算定対象とする支援金等 ）     令和     年    月     日     住   所（又は所在地）   社名及び代表者名   署名（自署）                         印     ※   個人の場合は、生年月日を記載すること。        生年月日      年     月     日  
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石垣市商工会会長　殿



誓　約　書



私及び当社の役員等（石垣市暴力団排除措置要綱第２条第３号に規定する

役員等をいう。）は、下記１～６の事項に該当する者ではありません。

また、将来にわたっても、該当しないことを誓約します。

虚偽の申告をした場合、補助金の一部または全部を返還するとともに、契約を無条件で解約され、これにより損害が生じた場合、又は警察等による捜査の対象となった場合でも一切の賠償請求等は行いません。



　　　　　　　　　　　　　　　　　記



１　暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、特殊知

能暴力集団（以下総称して反社会的勢力という。）

２　自己、自社若しくは第三者の不正利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、反社会的勢力を使用するなどしている者

３　いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員に対して、金銭、

物品、その他の財産上の利益を不当に与えている者

４　反社会的勢力と飲食や旅行を共にするなど、社会的に非難されるべき関係

を有している者

５　下請契約、資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その契約の相手

方の入札参加の有無にかかわらず、前各号の規定に該当する者であると知りな

がら、当該契約を締結している者

６　虚偽申請及び不正もしくは過失による受給をしている者（重複申請：原油価

格・物価高騰対策に係る国・沖縄県・市町村の事業で、本補助金の補助対象経

[bookmark: _GoBack]費と同じ経費を算定対象とする支援金等）



令和　　　年　　月　　　日



住　所（又は所在地）

社名及び代表者名

署名（自署）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印



※　個人の場合は、生年月日を記載すること。

　　　　生年月日　　　　年　　　月　　　日


